
地域公共交通計画の作成・実行・評価に係るデータ共有に関する覚書
 
 
　　●●市（以下「甲」という。）と、●●事業者（以下「乙」という。）は、●●地域における地域交通に関するデータの取扱いについて、次のとおり覚書（以下「本覚書」という。）を締結する。
 
第１条（目的）	
本覚書は、●●地域における「計画」（次条で定義する。）の作成・実行・評価に関する検討（以下「本検討」という。）にあたり、乙が甲に提供する「データ」の提供方法及び利用条件等を定めることを目的とする。
 
第２条（定義）
１　本覚書における用語の意義は、次の各号に定めるとおりとする。
（１）「データ」：媒体及び手段（専用回線による通信、光磁気ディスク、印刷物等）を問わず、乙が甲に提供した、若しくは将来において提供される一切の情報を意味する。
（２）「派生データ」：甲が、データを加工、分析、編集、統合等することによって新たに生じたデータをいう。
（３）「計画」：地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成19年法律第59号）に基づいて作成される各種計画のことをいう。
（４）「施策」：前号における「計画」に基づいて検討され、「計画」に明示された、当該地域における地域公共交通の維持・活性化の目的に資する取組のことをいう。
（５）「計画期間」：第３号における「計画」及びそれに基づく「施策」を実行する期間をいう。
２　前項各号において定めのない用語については、甲乙間で協議して定めることとする。
 
第３条（利用許諾）
１　乙は、甲に対して、本覚書の有効期間中、データを本検討の範囲内でのみ利用することを許諾する。
２　甲は、乙の書面による事前の承諾のない限り、本検討以外の目的でデータを加工、分析、編集、統合その他の利用をしてはならず、データを第三者に開示、提供、漏えいしてはならない。
３　甲は、前２項の定めにかかわらず、本検討のために必要な範囲において、学識経験者、地域公共交通の利用者、公共交通事業者、道路管理者その他甲が必要と認めた関係者（委託先を含み、以下、総称して「関係者」という。）に対してデータの利用を再許諾することができる。
４　データに関する知的財産権（データベースの著作物に関する権利を含むが、これに限らない）は、乙に帰属する。ただし、データのうち、第三者に知的財産権が帰属するものはこの限りではない。
 
第４条（派生データの取扱い）
派生データに関しては、甲乙間で別途合意した場合を除き、甲のみに一切の権利が帰属し、甲が一切の利用権限を有する。
 
第５条（データの提供範囲）
乙が甲に提供するデータの範囲は、別紙に定めるとおりとする。

第６条 （データの提供方法）
１　乙は、本覚書の有効期間中、甲に対して、別紙に定める提供方法でデータを提供する。ただし、乙は、データ提供の●日前までに甲に通知し、甲の書面による事前の承諾を得ることで別紙に定める提供方法を変更することができる。 
２　乙は、甲から書面により、別紙の定めによらないデータ提供を求められた場合において、甲乙の協議が整った場合は、当該データについて、甲および乙は、本覚書の定めに準じて取り扱うものとする。

第７条（費用負担）  
別紙に定める加工方法において必要となるデータの加工に関する費用負担は、別紙に定めるとおりとし、その他本覚書に基づく権利の行使又は義務の履行にあたり自己に発生する費用は、各自の負担とする。

第８条（データの利用）
甲は、本覚書に基づき乙より提供されるデータを、別紙に定める利用方法で利用する。また、データの利用に係る甲及び乙の役割は次の各号に定めるとおりとする。
（１）甲は、乙より提供されるデータを利用し、より実効性のある計画を作成するとともに施策の実行にあたって必要な関与を行う。
（２）乙は、自らの有する専門的な知見に基づき、データを利用した計画の作成に協力するとともに、施策の実行にあたって必要な関与を行う。
（３）甲及び乙は、計画期間にわたって、データに基づいて計画のモニタリング及び評価を行い、評価に基づいて計画及び施策の改善を行う。

第９条（データの公開範囲）
１　甲は、乙から提供されたデータを、計画を含めて外部に公開する資料等に掲載する場合には、事前に乙の承諾を得るものとする。
２　前項以外のデータの掲載等については、事前に甲乙間の協議が整った場合に限り、認められるものとする。
３　前２項によりデータを掲載する場合は、別紙に定める方法により、その出典を明らかにすることとする。
 
第１０条（データの管理）
甲は、別紙に定める方法により、データを管理する。

第１１条（データの返還又は消去）
甲は、第１４条に定める本覚書の有効期間満了後、甲及び関係者が保持するデータを速やかに、乙に返還又は消去する。ただし、第４条に定める派生データ及び第９条に基づき公開されたデータについては、この限りではない。
 
第１２条（損害賠償）
甲及び乙は、故意又は過失により、本覚書に定める条項に違反し、相手方に損害を与えた場合には、相手方に対し通常生ずべき損害に限り賠償の責めを負うものとする。

 第１３条（秘密保持義務）
１ 甲及び乙は、本覚書を通じて知り得た、相手方が開示にあたり、書面・口頭・その他の方法を問わず、秘密情報であることを表明した上で開示した情報（以下「秘密情報」という。ただし、データは本条における「秘密情報」には含まれない）を、厳に秘密として保持し、相手方の書面による事前の承諾なしに第三者に開示、提供、漏えいし、また、秘密情報を本覚書に基づく権利の行使又は義務の履行以外の目的で利用してはならない。ただし、法令上の強制力を伴う開示請求が公的機関よりなされた場合は、その請求に応じる限りにおいて、開示者への速やかな通知を行うことを条件として開示することができる。
２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する情報は、秘密情報にあたらないものとする。
（１）開示の時点で既に被開示者が保有していた情報
（２）秘密情報によらず被開示者が独自に生成した情報
（３）開示の時点で公知の情報
（４）開示後に被開示者の責に帰すべき事由によらずに公知となった情報
（５）正当な権利を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく開示された情報
３ 被開示者は、本覚書の履行のために必要な範囲内に限り、本条第１項に基づく秘密保持義務を遵守させることを前提に、自らの役職員又は法律上守秘義務を負った自らの弁護士、会計士、税理士等に対して秘密情報を開示することができる。

第１４条（有効期間・存続条項）
１　本覚書は、本覚書締結の日から●年間が経過する日又は甲と乙が別途合意した日まで有効とする。
２　前項の規定にかかわらず、第１１条から第１３条、第１５条及び第１６条の規定は、本覚書の有効期間満了後も効力を有するものとする。

第１５条 （準拠法）
本覚書は、日本法を準拠法とし、日本法に基づいて解釈されるものとする。 

第１６条（紛争解決）
１　本覚書に定めなき事項及び本覚書の各条項の解釈につき疑義が生じたときは、甲及び乙は誠意をもって協議し解決するものとする。
２　甲及び乙は、前項の規定にかかわらず、協議により紛争を解決することができない場合、●裁判所を第一審の専属的管轄裁判所とすることに合意する。
 
本覚書を証するため、本書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、各自その１通を保有する。
 
 
令和●年●月●日
 
甲
乙
